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期 末 現 在 の 資 本 金 の 額
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 既に納付の確定した当期分の法人税割額 ⑬

⑤

※

青色・その他

年

支店銀行

 法人税の申告
 期限の延長の
 処分の有無

円  翌期の中間申
 告の要否 要・否
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⑯
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⑲
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。
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2.法人税の 年 月

第
二
十
号
様
式
（

控
用
）

※
 

法
人
名
・
所
在
地
な
ど
に
異
動
が
生
じ
た
場
合
は
、

所
定
の
用
紙
に
よ
る
届
出
を
お
願
い
し
ま
す
。

年 月 日

※

処

理

事

項

法人番号 申告年月日

岐阜県可児市長　　様　　　　　　　　
年 月 日

所在地

申告区分通信日付印 確認印

発 信 年 月 日

整 理 番 号 事務所 区分 企業番号

( ）

受付印


